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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標

準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業

大臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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序文 

この規格は，2004 年に第 1 版として発行された ISO 18118 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にない事項である。 

オージェ電子分光法（以下，AES という。）及び X 線光電子分光法（以下，XPS という。）は，材料の表

面，典型的には深さ数 nm の領域の組成に敏感な表面分析手法である。いずれの手法も，主に表面の信号

を分析領域の平均値として与える。ほとんどの試料は，面内方向及び深さ方向に組成的なばらつきをもっ

ている。組成的な変化の程度，またそれが分布している距離の程度を決めることが困難なため，定量分析

は，しばしば近似的な手法で行われている。最も単純な分析対象試料は，均質な材料である。対象試料が

均質であることは一般的ではないが，分析の単純化のために多くの場合で仮定される条件である。 

この規格は，AES 及び XPS を用いた均質材料の定量分析を行うために用いる相対感度係数を実験的に決

定する測定手法及び使用方法についての指針を与える。 

 

1 適用範囲 

この規格は，AES 及び XPS を用いた均質物質の定量分析を行うために用いる相対感度係数を実験的に決

定する測定手法及び使用方法についての指針を示す。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO 18118:2004，Surface chemical analysis－Auger electron spectroscopy and X-ray photoelectron 

spectroscopy－Guide to the use of experimentally determined relative sensitivity factors for the 

quantitative analysis of homogeneous materials（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こ

とを示す。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの


